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行政の説明

１ 制度改正を中心とした基準法の説明

２ 構造関係規定の見直し

３ 施行日前後の取扱い

４ 検査済証のない建築物の増築等について

講師の説明

５ 確認申請図書の作成方法・よくある指摘事項の解説等

６ 軽微な変更

７ 完了検査ついて
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本日の説明のテキスト
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■国土交通省作成 建築基準法・建築物省エネ法 改正法制度説明資料

国資料
P-

資料のページの引用につい
てはスライド右上に表示

【アンケート・質問フォーム】改正建築基準法講習会

本日の説明のテキスト
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■ダイジェスト版マニュアル■詳細版マニュアルを参照

スライド内に「詳
細版 ○P」とあ
る場合はこちら
を参照ください

資料のページの引用についてはスライド右上に表示
ﾀﾞｲｼﾞｪｽﾄ
P-

詳細
P-

※会場配付は第２版＋正誤表です。



参考資料
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〇県独自
国マニュアルの補足として鳥取県補足版確認申請マニュアル（案）※現時点の暫定版
※現時点の案なので、今後修正が生じる場合があります。

※以下のURLからご確認をお願いします。
※申請時には改訂されている場合もありますので、最新版を参照ください。

■既存建築物の現況調査ガイドライン（第１版）
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/content/001847401.pdf

■既存建築物の緩和措置に関する解説集（第１版）
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/content/001847403.pdf

■構造関係
木造建築物の特例縮小に関する取扱い集 2024年
http://www.jcba-net.jp/news20241001.html

■完了検査関係
省エネ基準適合義務対象建築物に係る完了検査の手引き（令和7年4月版）
https://www.mlit.go.jp/common/001500267.pdf

１ 制度改正を中心とした基準法の説明
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改正概要
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国資料
P-03

改正概要
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国資料
P-04



改正建築基準法の概要
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国資料
P-07

改正建築基準法の概要
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国資料
P-26



改正建築基準法の概要
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国資料
P-27

改正建築基準法の概要
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国資料
P-88



改正建築物省エネ法の概要
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改正法の施行時期

木造建築物に関する改正項目
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建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し
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国資料
P-09

建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し

 木造建築物は建築確認の対象規模が見直され、２階建て以上又は延べ面積
200㎡超の場合は、都市計画区域外においても建築確認申請が必要

 新２号に見直された建築物は、建築確認の審査期間が７日間→３５日間に延長
 審査省略制度（建築士の設計）が適用される建築物は、新３号（平屋かつ200
㎡以下）に見直された。
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建築基準法第６条第１項の区分の変更

第１号

第２号

第３号

第４号

劇場、病院、学校、百貨店等の特殊
建築物で、床面積が200㎡を超え
るもの

３以上の階を有するもの又は
延べ面積が500㎡、高さが13ｍ若
しくは軒高9ｍを超えるもの

２以上の階を有し、又は延べ面積が
200㎡を超えるもの

前３号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

木造

非木造

構造
問わず

構造
問わず

現行 改正後

同左（改正なし）

構造
問わず

２以上の階を有し、又は延べ面積
が200㎡を超えるもの

前２号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

構造
問わず

 建築確認審査の対象となる建築物は建築基準法第６条第１項に規定されて
いるが、令和７年４月１日から以下のとおり区分が変更される。

※都市計画区域外においては、第１号～第３号が建築確認の対象 ※都市計画区域外においては、第１、2号が建築確認の対象
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新２号

新３号

審査期間７日

審査期間３５日

審査期間３５日審査期間３５日

審査期間３５日

審査期間３５日

審査期間７日

建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）
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※増築、改築、移転に係る床面積が１０㎡以内の場合、建築確認は不要
※新築の場合は0㎡以上から確認申請は必要

都市計画区域外

国資料
P-10



建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）
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※防火、準防火地域以外の増築、改築、移転に係る床面積が１０㎡以内の場合、建築確認は不要
※新築の場合は0㎡以上から確認申請は必要

都市計画区域内・知事が指定した要確認地域内

国資料
P-11

建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

・鳥取県の都市計画区域図は、下図のとおりで、この範囲外（要確認地域を除く。）では、
階数２以下かつ延べ面積500㎡以下の木造建築物は、これまで、建築確認の対象外と
なっていたが、令和７年４月１日以降着工予定のものは建築確認申請が必要になる。

○凡例

都市計画区域

〇知事が指定した要確認地域
鳥取市（用瀬、別府）、若桜町（三倉、屋堂羅、赤松、来見野、諸鹿、不香田、長砂、
湯原、淵見、茗荷谷、つく米、大炊、岸野、糸白見、根安）、江府町（江尾地区）、日野
町（根雨、三谷の地区）

鳥取県都市計画区域図
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※県内には18の都市計画区域
がある。
※大山町、南部町、伯耆町、日
南町、江府町は都市計画区
域を定めていない。



完了検査後でないと使用できない建築物

第１号

第２号

第３号

第４号

劇場、病院、学校、百貨店等の特
殊建築物で、床面積が200㎡を
超えるもの

３以上の階を有するもの又は
延べ面積が500㎡、高さが13ｍ若
しくは軒高9ｍを超えるもの

２以上の階を有し、又は延べ面積が
200㎡を超えるもの

前３号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

木造

非木造

構造
問わず

構造
問わず

現行 改正後

同左（改正なし）

構造
問わず

２以上の階を有し、又は延べ面積
が200㎡を超えるもの

前２号に掲げる建築物を除くほか、
都市計画区域又は都道府県知事が
指定する区域内における建築物

構造
問わず

 新２号建築物に移行する木造一戸建て等の小規模建築物については、完了
検査において全ての建築基準関係規定への適合性を検査することになり、
検査済み証を受けた後でなければ、建物が使用できない。

※都市計画区域外においては、第１号～第３号が建築確認の対象 ※都市計画区域外においては、第１、2号が建築確認の対象
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新２号

新３号

完了検査前の使用制限あり完了検査前の使用制限あり
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国資料
P-14



23
※１号建築物のみが該当する用途変更の手続きは今回変更はありません

特例縮小に伴う大規模な修繕等への影響

【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について
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詳細
P-11



【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について
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■大規模の修繕・大規模の模様替への該当・非該当の判断

①屋根の改修（技術的助言 令和６年２月８日付け国住指第355号）

• 屋根ふき材の材料にかかわらず、屋根ふき材のみの改修は、大規模の修繕・大規
模の模様替には該当しないため、確認申請は不要です。

• 既存の屋根の上に新しい屋根をかぶせるようないわゆるカバー工法による改修
も大規模の修繕・大規模の模様替には該当しません。
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②外壁の改修（技術的助言 令和６年２月８日付け国住指第355号）

• 外壁の外装材のみの改修等、又は外壁の内側から断熱改修等は、大規模の修繕・
大規模の模様替には該当しないため、確認申請は不要です。

• 外壁の外装材のみの改修等であったとしても、外壁の全てを改修することに該当
する場合は除きます。

• 既存の外壁に新しい仕上材をかぶせるような工法による改修等も大規模の修
繕・大規模の模様替には該当しません。

【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について
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【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について
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③床の改修（技術的助言 令和６年８月２８日付け国住指第208号）

• 床の仕上材のみの改修は、大規模の修繕・大規模の模様替には該当しないため、
確認申請は不要です。

• 既存の床に新しい仕上材をかぶせる改修も大規模の修繕・大規模の模様替には
該当しません。

【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について
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【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について

④階段の改修（技術的助言 令和６年８月２８日付け国住指第208号）

• 各階における個々の階段の改修にあたり、過半に至らない段数等の改修は、大規
模の修繕・大規模の模様替には該当しないため、確認申請は不要です。

• 既存の階段の上に新しい仕上材をかぶせる改修も大規模の修繕・大規模の模様
替には該当しません。
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【参考】大規模の修繕･大規模の模様替について

建築確認手続きの対象となる大規模修繕・模様替について、国土交通省のＨＰにて通知等
が公開されていますので、ご参照ください。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_kijunhou0001.html
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【参考】今後の国の動き
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構造安全性の検証法の合理化
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・建築物の断熱性能の向上や省エネ設備の導入に伴い階高の高い木造建築物のニーズが高まって
いるため、比較的簡易な構造計算により設計できる範囲を高さ16ｍ以下までに拡大
・大空間を有する木造建築物が増加していることから、構造計算が必要な規模を延べ面積300㎡
を超える建築物に拡大
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国資料
P-16

境港市
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国資料
P-17境港市

境港市には都市計画区域外はありません。

都市計画区域外

都市計画区域内
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国資料
P-15
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国資料
P-18

鳥取県内の
特定行政庁
は該当はあ
りません

住宅の採光規定の見直し（建築基準法第２８条第１項）
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■R5法改正での住宅の採光の緩和規定

済）


